
◎配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律
（平成一三年四月一三日法律第三一号）（参）　　

一、提案理由（平成一三年四月四日・参議院本会議）

○石井道子君　ただいま議題となりました配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律案につきまして、共生社会に関する調査会を代表いたしまして、その提案の

趣旨及び主な内容を御説明申し上げます。

　本法律案は、三年間にわたって本調査会が調査を進めてまいりました「男女等共生社

会の構築に向けて」のテーマのうち「女性に対する暴力」について、各会派の調査会メ

ンバーを主たる構成員とするプロジェクトチームで立法化に向けて協議を重ねた結果を

踏まえ、四月二日、各会派の総意をもちまして起草、提出したものであります。

　今日、我が国を取り巻く社会的環境は大きく変化しておりますが、とりわけ男女が互

いにその存在を認め合い、共生していく男女共同参画社会の構築はまさに二十一世紀の

最重要課題であります。

　日本国憲法には個人の尊重と法のもとの平等が規定されておりますが、社会において

はなお女性の人権が軽視されるという実態が存在しており、その一つが女性に対する暴

力であります。

　女性に対する暴力については、平成十二年十二月に策定された男女共同参画基本計画

において、新たな法制度や方策などを含め幅広い検討が求められております。

　また、昨年六月にニューヨークで行われた女性二○○○年会議では、各国がとるべき

行動として、夫やパートナーからの暴力であるドメスティック・バイオレンスに対処す

るための法的措置が求められております。特に、女性に対する暴力のうち、ドメスティ

ック・バイオレンスは、犯罪となる行為であるにもかかわらず、外部から発見しにくく、

被害者である多くの女性が暴力を忍受せざるを得ない状況にあります。

　本法律案は、このようなドメスティック・バイオレンスの状況を改善し、人権の擁護

と男女平等の実現を図るため、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等

の体制を整備し、配偶者からの暴力の防止及び被害者を保護するための施策を講じよう

とするものであります。

　次に、本法律案の主な内容について御説明申し上げます。

　第一は前文であります。

　この法律案におきましては、特に前文を設け、本法制定の趣旨を明らかにしておりま

す。

　第二は国及び地方公共団体の責務について定めております。

　第三は配偶者暴力相談支援センターについてであります。

　都道府県は、婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談

支援センターとしての機能を果たすようにするものとしております。同センターでは、

被害者に対し、相談、カウンセリング、一時保護等を行うものとしております。



　第四は被害者の保護についてであります。

　配偶者からの暴力を受けている者を発見した者は、配偶者暴力相談支援センターまた

は警察官に通報するよう努めるものとし、医師その他の医療関係者については別途守秘

義務が課されていることから、配偶者からの暴力による傷病者を発見した場合には、被

害者本人の意思を尊重しつつ通報できるものとしております。

　第五は保護命令についてであります。

　被害者がさらなる配偶者からの暴力によりその生命または身体に重大な危害を受ける

おそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申し立てにより、当該配偶者に対し、六カ

月間の被害者への接近禁止または二週間の住居からの退去の一方または両方を命ずるも

のとしております。

　その申し立ては、一定の事項を記載した申し立て書を被害者または配偶者の住所等を

管轄する地方裁判所に提出して行い、裁判所は、申し立てがあった場合には速やかに裁

判をするものとしております。保護命令に違反した者は一年以下の懲役または百万円以

下の罰金に処するものとしております。

　これらのほか、国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を

図るための活動を行う民間の団体に対する必要な援助、加害者に対する更生指導の方法

等に関しての調査研究の推進等に努めるとともに、職務関係者に対し、被害者の人権、

配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるために必要な研修等を行うものとして

おります。

　なお、本法律につきましては、法施行後三年を目途にその施行状況等を勘案し、検討

する旨の規定を設けております。

　以上がこの法律案の提案の趣旨及び主な内容であります。

　何とぞ、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。

二、衆議院法務委員長報告（平成一三年四月六日）

○保利耕輔君　ただいま議題となりました法律案について、法務委員会における審査の

経過及び結果を御報告申し上げます。

　本案は、配偶者からの暴力が犯罪となる行為であるにもかかわらず、被害者の救済が

必ずしも十分に行われておらず、また、配偶者が暴力その他の心身に有害な影響を及ぼ

す言動を行うことは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっていることにか

んがみ、このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るため、配偶者か

らの暴力を防止し、被害者を保護するための施策を講じようとするもので、その主な内

容は次のとおりであります。

　第一に、国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護する責務

を有するものとすること、

　第二に、都道府県は、婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者

暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとし、同センターは、被害



者に対し、相談、カウンセリング、一時保護等を行うものとすること、

　第三に、配偶者からの暴力を受けている者を発見した者は、配偶者暴力相談支援セン

ターまたは警察官に通報するよう努めなければならないものとすること、

　第四に、被害者がさらなる配偶者からの暴力により生命または身体に重大な危害を受

けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申し立てにより、当該配偶者に対し、

被害者への接近禁止等を命ずるものとし、この命令に違反した者は処罰するものとして

おります。

　本案は、去る四月四日参議院より送付され、同日本委員会に付託されたものでありま

す。

　委員会においては、本日提出者参議院共生社会に関する調査会長から提案理由の説明

を聴取した後、質疑を行い、採決の結果、本案は全会一致をもって原案のとおり可決す

べきものと決しました。

　以上、御報告申し上げます。

（注）　参議院においては、委員会の審査は省略された。


